
監査公表第 6号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１項の規定に基づく住民監査

請求の監査結果を、同条第５項の規定により次のように公表する。

令和３年８月１２日

新城市監査委員 原 義 弘

新城市監査委員 下 江 洋 行

１ 監査の請求

令和３年６月１５日付けで、監査の請求があった。

２ 監査の結果

監査の請求について、監査した結果を別紙のとおり請求人に通知した。



新 監 ４ ・ ６ ・ １

令和３年８月１２日

請求人 あて

新城市監査委員 原 義 弘

新城市監査委員 下 江 洋 行

新城市職員措置請求書に基づく監査の結果について（通知）

令和３年６月１５日付けで提出のあった新城市職員措置請求書について、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条第５項の規定に基づき、

書面により下記のとおり監査の結果を通知します。

記

１ 請求の受付

（１）請求人

（住所、氏名は省略）

（２）請求の提出日

令和３年６月１５日

（３）請求の件名

新城市職員措置請求書

新城市長穂積亮次に対する有限会社鈴木養鶏場土地取得に関する措置請求

（４）請求の趣旨

新城市職員措置請求書（以下「請求書」という。）による主張事実の要旨及び求

める措置は次のとおりである。



ア 主張事実の要旨（原文のまま）

（１）本件不動産売買の経過

（ア）新城市内で鶏舎を所有していた（有）鈴木養鶏場は、丸菱商事（株）に吸収

合併されたことを契機として養鶏業を廃止し、平成３１年２月１５日、養鶏施

設廃止後の用地新城市浅谷字東田１１番３外２６筆、実測面積４６，２５１.

６７㎡の宅地および山林（以下「本件土地」という。）を新城市に売却したい旨

申し出、同年３月２７日、売却希望価格として５億４８００万円を新城市に提

示した。

（イ）本件土地の売却申出を受けた時点において、新城市は、本件土地を必要とす

る公共事業の予定も、換地用地として取得する必要性もなかったため、（有）鈴

木養鶏場からの、買い取り申出をうけ、市長の命によって急遽新城市建設部に

おいて本件土地の利用について検討を開始し、同年４月８日建設部において

「（有）鈴木養鶏場の買収に伴う工業用地の可能性に関する検討」という名の

資料を作成し、市政経営会議に提出した。この検討資料において建設部は本件

土地の取得について「企業用地の拡張を目的に行った取得であるが？」として

「整備区域のうち２区画が残っている」こと、「景気の低迷感」などを理由とし

て、工業用地として着手するタイミングや多目的活用の検討が必要である、と

いう、取得そのものについての疑問を留保する内容となっていた。

（ウ）ところが市長は本件土地を購入することを決断し、同年４月２６日、臨時議

会において、５億４８００万円の補正予算（債務負担行為）の議決をおこない、

同日、新城市建設部用地開発課において、中部ガス不動産株式会社に本件土地

の不動産鑑定を目的とする、価格等調査業務の委託契約を随意契約によって締

結した。

（エ）中部ガス不動産（株）は同年５月９日、新城市に鑑定評価の「速報値」を基

に新城市は４７０，２３２，２１０円を提示した。新城市は正式な鑑定書の提

出を待たず、上記速報値を基準として、（有）鈴木養鶏場ならびに丸菱商事（株）

と売買の交渉を開始した。（有）鈴木養鶏場らは提示額と８０００万円の開き

があることを指摘し、さらに高額の買い取りを要請した。こうした交渉の後の

令和元年５月２４日、中部ガス不動産は新城市に対して不動産鑑定評価書を提

出した。この不動産鑑定評価書では、本件土地の更地価格として、４６９，８

００，０００円とされ、宅地については１平方メートルあたり２３，５００円、

雑種地については、８，１５０円という評価がなされていた。

このうち、本件土地の９割以上を占める雑種地の評価については、不動産鑑

定書では、評価の根拠となる山林の取引事例４基準地のうち、以下の通り新城

市内は１か所のみで、他の３か所は豊川市内から選択し、比準していることが

判明した。

・取引事例６ 新城市内＝6,181 円/㎡

・取引事例７ 豊川市内＝10,374 円/㎡

・取引事例８ 豊川市内＝10,500 円/㎡

・取引事例９ 豊川市内＝14,315 円/㎡



明らかに評価単価は豊川市内の取引事例が高額であり、この結果、本件土地

の評価価格も豊川市内の取引事例の影響を受け、極めて高額な内容となった。

（オ）ところが、本件土地の隣接地の山林を中部地方整備局浜松河川国道事務所

が残土処分場として購入するにあたって、濱松不動産鑑定（株）が令和２年

１０月２８日に不動産鑑定を行ったところ、同鑑定書においては、新城市内

の複数個所を基準値として採用した。その結果、１㎡単価１，０１０円の評

価結果となった。

（カ）新城市は再鑑定を求めることもせず、中部ガス不動産による鑑定書を基本

として、令和元年６月１４日、（有）鈴木養鶏場と４７０，２３１，０６８円

で議会の議決を本契約の要件とする本件土地の売買仮契約（以下「本件契約」

という。）を締結し、令和元年６月２８日市議会「財産の取得又は処分に関す

る条例第３条」の議決によって本契約（以下「本件売買契約」という。）とな

った。

（キ）新城市は本件売買契約にもとづき、令和元年７月３１日、売買代金の前払

金として２３５，１１５，０６８円を、令和２年９月１８日に残金２３５，

１１６，０００円をそれぞれ（有）鈴木養鶏場に支払った。

（２）財務会計上の違法行為

（ア）本件契約の売買価格が不当に高額であること

新城市は本件土地の更地価格を、４６９，８００，０００円とする鑑定に

もとづき、合計４７０，２３１，０６８円で（有）鈴木養鶏場との間で本件

契約をした。しかしそもそも、本件契約の代金決定の根拠となった鑑定は、

本件土地中の雑種地（地目山林）について、実際の価格よりも著しく高額に

算定したものであることから、本件契約の価格も実勢価格を大きく逸脱する

高額なものとなった。

したがって、少なくとも雑種地（地目山林）の価格は国交省による隣地売

買の単価１，０１０円/㎡を相当とすべきであるにも関わらず、雑種地につい
て約８倍の８，１５０円/㎡を基本として売買価格を決定した本件契約は著し
く不当である。

（イ）適正価格の算定

そもそも、山林である雑種地について、国交省の鑑定価格を基準とすると、

本件契約は、雑種地の価格を適正価格の約８倍で決定したことになる。

よって、本件土地の適正な価格を求めるとなると、以下の計算によること

となる。

①本件土地の雑種地の面積割合 ９２パーセント

公簿上の総面積１８，２３２．１㎡中、雑種地の面積は１６，７５５㎡、

１６，７５５÷１８，２３２．１＝０．９２

②売買価格（各支払い）のうち、９２パーセントに値する金額

前払い金（令和元年 7月３１日支払い分）
２３５，１１５，０６８円×０．９２＝２１６，３０５，８６２円

残金分



２３５，１１６，０００円×０．９２＝２１６，３０６，７２０円

③②の数字の八分の一（国交省基準）の価格

前払い金（令和元年７月３１日支払い分）

２１６，３０５，８６２円÷８＝２７，０３８，２３２円

残金分

２１６，３０６，７２０円÷８＝２７，０３８，３４０円

④本件土地の売買の適正価格

したがって、本件土地の売買の適正価格は、以下の通り９１，６９５，０

５７円となる。

前払い金分

２３５，１１５，０６８円×０．０８（宅地分）＋２７，０３８，２３

２円＝４５，８４７，４３７円

残金分

２３５，１１６，０００円×０．０８＋２７，０３８，３４０円＝４５，

８４７，６２０円

適正な売買価格

４５，８４７，４３７円＋４５，８４７，６２０円

＝９１，６９５，０５７円

（ウ）本件土地について高額な売買価格を定める必要性も合理性もないこと

①本件土地の売買は、（有）鈴木養鶏場から申し出のあったものであり、新城

市としては本件土地を必要とする理由はなく、平成３１年２月の申し入れ

から新城市において急遽当該土地の利用についての検討を開始し、同年４

月になって、企業用地の拡張を目的とする、としつつ、新城市の整備区域

のうち２区画が残っていることや景気の低迷感を理由に、工業用地として

取得するタイミングはもとより、工業用地以外での活用が検討課題として

残された状態であった。

②これを前提とすれば、新城市は入札によらない随意契約によって中部ガス

不動産株式会社に本件土地の不動産鑑定を依頼する必要も、国交省による

鑑定事例を８倍も超過する価格で本件土地の大部分を構成する山林を購

入する必要も、平成３１年６月に本件契約を締結する必要もない事例であ

った。

（エ）よって、本件土地の適正価格が９１，６９５，０５７円であるにもかかわ

らず、４７０，２３１，０６８円で（有）鈴木養鶏場から本件土地を購入す

る内容の本件契約の締結は、価格決定の過程においても、価格決定について

も市長の裁量を著しく逸脱するもので違法である。

（３）市の損害

以上の通りであるから、本件契約および本件売買契約に基づいて支出した４７

０，２３１，０６８円のうち、上述の計算に基づく適正価格９１，６９５，０５

７円を超える３７８，５３６，０１１円は上記違法行為に基づいて市に発生した

損害である。



ちなみに、各支払毎に発生した損害は以下の通りである。

前払い金分

２３５，１１５，０６８円－（２３５，１１５，０６８円×０．０８（宅地分）

＋２７，０３８，２３２円）＝１８９，２６７，６３１円

残金分

２３５，１１６，０００円－（２３５，１１６，０００円×０．０８＋２７，

０３８，３４０円）＝１８９，２６８，３８０円

（４）結論

よって、新城市長穂積亮次は本件不動産の売買価格の決定において、入札によ

って適切に鑑定業者を選定することなく、また、売買価格の相当性について国交

省の取引事例についても参考にすることなく、中部ガス不動産の行った極めて高

額な鑑定価格をもとに売買代金を決定して本件契約を締結した過失があり、これ

によって３７８，５３６，０１１円の損害を新城市に負わせたものであるから、

この損害を新城市に賠償する責任がある。

イ 事実証明書

・資料１ 土地売買仮契約書

・資料２ 令和元年７月３１日の支払いにかかる支出命令書

・資料３ 令和２年９月１８日の支払いにかかる支出命令書

・資料４ （有）鈴木養鶏場の買収に伴う工業用地の可能性に関する検討

・資料５ 不動産鑑定評価書

・資料６ 国交省に対する不動産の鑑定書

・資料７ ４月臨時会議決書

・資料８ 委託業務の随意契約書類

・資料９ 会議等報告書

・資料 10 会議等報告書

・資料 11 面積算出表及び登記簿謄本

２ 求める措置

よって、新城市の３７８，５３６，０１１円の損害の回復のため、以下の措置を

求める。

記

新城市長は新城市長穂積亮次に対し、金３７８，５３６，０１１円の損害金を新

城市に支払わせるための必要な措置をとること。

３ 請求書の受理

本件請求は、令和３年６月１５日に提起され、法第２４２条に定める要件を具備

するものとして、同年６月２４日付けでこれを受理した。



４ 監査の実施

監査は、請求人に証拠の提出及び陳述の機会を与えたほか、市当局から提出され

た書類についての調査を実施した。

（１）監査の対象事項

請求書及び請求人の陳述内容から判断し、請求の趣旨を次のように解して監査

を実施した。

ア 新城市が㈲鈴木養鶏場用地の売買価格を算定するため実施した価格等調査

業務の契約方法を随意契約により締結した事に対する不当性についてどうで

あったか。

イ ㈲鈴木養鶏場用地に対する不動産鑑定業務により報告された不動産鑑定評

価書の鑑定評価額(平方メートル当たりの単価)が取引事例の影響を受け、極め

て高額な内容となった事実はあるか。

ウ 国土交通省中部地方整備局浜松河川国道事務所が不動産鑑定を依頼し、報告

された当該隣接地の不動産鑑定評価書の鑑定評価額(平方メートル当たりの単

価)から見て、㈲鈴木養鶏場用地の不動産鑑定評価額(平方メートル当たりの単

価)は、実勢価格を大きく逸脱する高額なものであった事実はあるか。

エ 新城市が㈲鈴木養鶏場用地を取得した売買契約の４７０，２３１，０６８円

により、新城市が損害を負った事実はあるか。

（２）請求人の証拠の提出及び陳述等

法第２４２条第８項の規定に基づき、令和３年７月５日に陳述の機会を設けた。

請求人は請求の要旨を補足するための陳述を行い、請求の趣旨に対する疑義につ

いて聴取を行った。

（３）監査の対象部局

・建設部用地開発課

５ 監査の結果

（１）認定事実

ア 価格等調査業務の契約方法を随意契約により締結した事について

新城市が、㈲鈴木養鶏場用地の売買価格を算定するため実施した価格等調査

業務の契約については、対象の画地の不動産鑑定評価のみを実施する目的で発

注した業務である。

不動産鑑定評価業務は、地方公共団体の歳入歳出科目解説において、役務費

の手数料として位置付けられている。

不動産鑑定業務の契約は、「新城市の随意契約適正執行のための指針」にお

いて、地方自治法施行令第 167条の２第１項第２号に該当した契約として「そ



の他の契約でその性質又は目的が競争入札に適さないものをするとき」の解説

がされており、その中で報酬額が定められている業務や価格競争が成立しない

場合の業務例の中に、不動産鑑定業務を挙げている。

本件の価格等調査業務の契約額については、「中部地区用地対策連絡協議会」

通知の公共事業に係る不動産鑑定報酬基準に示された基本鑑定報酬額表によ

る金額で契約をしている。

イ ㈲鈴木養鶏場用地の不動産鑑定業務により報告された不動産鑑定評価書の

鑑定評価額(平方メートル当たりの単価)は取引事例の影響を受け、極めて高額

な内容となったかについて

㈲鈴木養鶏場用地の不動産鑑定評価書における取引事例値[請求人資料５の

P23 の別表 1-2]では、雑種地等としての取引事例値として４箇所をあげている。

㈲鈴木養鶏場用地の不動産鑑定評価書[請求人資料５]において、雑種地等部

分の今回の判断としては、「資材置き場等の敷地としての利用である」として

いる。

雑種地の事例値の採用については、雑種地は取引事例が少ないため、取引事

例を新城市及び周辺市町から収集した結果、市内 1箇所、豊川市 3箇所となっ

たものである。

雑種地の比準価格算定については、同鑑定評価書の P20 において、４箇所の

各売買事例値に、地域要因及び個別的要因等を加味し、標準的画地の比準価格

が計算され、その数値に当該地区での個別的要因の係数をかけて、算出されて

いる。

ウ 隣接地の鑑定評価書の不動産鑑定評価額(平方メートル当たりの単価)と、㈲

鈴木養鶏場用地の不動産鑑定評価額(平方メートル当たりの単価)との鑑定評

価額の違いについて

国土交通省浜松河川国道事務所発注の鑑定評価額１，０１０円/㎡[請求人資
料６のＰ２]の内容は、不動産鑑定士により出された、現況地目「山林」に対す

る売買事例に基づく鑑定評価額である。

また、新城市発注の鑑定評価額８，１５０円/㎡[請求人資料５のＰ１８] の
内容は、不動産鑑定士により出された、現況地目「雑種地等」に対するもので

ある。

両者は、鑑定評価額算定のために採用した事例値の現況地目が相違している。

エ 新城市が㈲鈴木養鶏場用地を取得した売買契約の４７０，２３１，０６８円

により、新城市が損害を負った事実はあるか。

前述の(１)イ及びウより、㈲鈴木養鶏場用地の不動産鑑定業務により報告さ

れた不動産鑑定評価書の鑑定評価額８，１５０円/㎡(現況地目：雑種地等)及び
隣接地の不動産鑑定評価書の鑑定評価額１，０１０円/㎡(現況地目：山林)は、
算定の現況地目が相違しているため両者は比較の対象にない。



請求書の、「(２)財務会計上の違法行為の(エ)」において主張の「本件土地の

適正価格が９１，６９５，０５７円」として算出の金額は、請求書の、「(２)財

務会計上の違法行為の(ア)本件契約の売買価格が不当に高額であること」にお

いて主張の「少なくも雑種地(地目山林)の価格は国交省による隣地売買の単価

１，０１０円/㎡を相当とすべきであるにも関わらず、雑種地について約８倍

の８，１５０円/㎡を基本として売買価格を決定した本件契約は著しく不当で

ある。」として、請求書の、「(２)財務会計上の違法行為の(イ)適正価格の算定」

以降の算定で価格差を算出し、請求人は市の損害額としている。

（２）監査委員の判断

ア 本件の随意契約については、契約金額も不動産鑑定報酬基準による基本鑑定

報酬額による契約金額であり、他の業務を含まない純粋な不動産鑑定業務であ

る。

不動産鑑定評価業務は、役務費の手数料であり、新城市の随意契約適正執行

のための指針に基づき、地方自治法施行令第 167条の２第１項第２号に該当し
た随意契約として実施されたものであるため、本件の契約行為は適正に処理さ

れていると判断する。

イ 請求人は、請求書の「1 請求趣旨、(１)本件不動産売買の経過の(エ)」にお

いて、「明らかに評価単価は豊川市内の取引事例が高額であり、この結果、本件

土地の評価価格も豊川市内の取引事例の影響を受け、極めて高額な内容となっ

ている」と主張しているが、雑種地は宅地と比較して需要者が限定され取引自

体が少ないため、取引事例を広く新城市及び周辺市町から収集した結果、採用

した事例の位置にばらつきが生じたものと理解した。なお、新城地内及び豊川

市内の売買事例値は、地域要因及び個別要因を加味され修正した標準的画地の

比準価格に直した上で計算されており、「豊川市内の取引事例の影響を受け、

極めて高額な内容となった」とは言えない。

また、新城市発注の同業務による成果品は、不動産の鑑定評価に関する法律

に基づいて、不動産鑑定士の資格を有する者が専門知識と信義に従い誠実に作

成された不動産鑑定書であり、その内容においては信頼のできる評価書である

と考える。

ウ 請求人は、請求書の「１ 請求趣旨、（２）財務会計上の違法行為の(ア)本件

契約の売買価格が不当に高額であること」において、「本件契約の代金決定の

根拠となった鑑定は、本件土地中の雑種地(地目山林)について、実際の価格よ

りも著しく高額に算定したものであることから、本件契約の価格も実勢価格を

大きく逸脱する高額なものとなった」と主張しているが、隣接地の不動産鑑定

評価書の鑑定評価額１，０１０円/㎡(現況地目：山林)と、㈲鈴木養鶏場用地の
不動産鑑定評価額８，１５０円/㎡(現況地目：雑種地等)では、同じ地目として
の評価ではなく、両者は比較の対象にならないため、価格の比較は不適切と言



わざるを得ない。そのため実勢価格を大きく逸脱する高額なものとなったとは

言えない。

エ 請求人主張の新城市の損害額は、隣接地の鑑定評価書の鑑定評価額１，０１

０円/㎡を基準として算定しているが、採用の鑑定評価額は「請求人資料６の

Ｐ１」にある「現況地目山林」の価額であり、㈲鈴木養鶏場用地の不動産鑑定

業務により報告された不動産鑑定評価書の鑑定評価額８，１５０円/㎡の「現

況地目雑種地等」とは、比較の対象にないため、請求書の、「(２)財務会計上の

違法行為の(イ)適正価格の算定」以降で算出の新城市の損害額は成り立たない

ものと判断する。

（３）結論

本件監査対象とした、㈲鈴木養鶏場の土地取得に関して発注された不動産鑑定業

務の契約方法については、不当であるとは言えない。また、その契約により出され

た不動産鑑定業務の不動産鑑定評価額については、適切に鑑定されたものと確認し

た。

よって、新城市が取得した㈲鈴木養鶏場用地の売買契約の代金についても適正な

価格であったと判断するに至った。

以上のことから、請求人の主張する新城市の受けた損害金は認められなかったこ

とから、請求人の主張には理由がないものと認め、地方自治法第２４２条第５項の

規程より、請求人の請求を棄却する。


